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　国土交通省海事局船員政策課は

2019年6月27日から9月末日までの期間、

内航船員が個人で所有するスマホを活用

して、内航海運産業で働く船員たちの労

働環境の実態を調査しました。

　スマホを活用した調査は初めての試み

で、船主団体や海運会社、労組などを通

さずに直接船員から情報を集めました。

　その背景には、内航海運が物流世界の

中でも重層的な産業構造の下部にあり、

零細企業が大半を占める内航海運産業の

おかれている隷属的な立場が度々指摘さ

れている実情があります。

　全日本内航船員の会では、海事局船員

政策課の方針を支持し、調査の方法や

内容に関する詳しい意図を確認し、「スマ

ホ調査」への協力を海上の船員へ呼びか

けました。

　船員からは、「メイキング前の実態を本当に記載して良いのか」、「ライバル会社や荷

主に情報が漏れる心配はないのか」、「どこの系列の会社が関係している調査方法か」、

「日頃から実態把握を努めていれば必要のない調査ではないのか」、「法令遵守で物流

を止めてしまう気か」など、不満や疑いの意見が出てきました。

　海事局船員政策課が、内航船員の視点に立った「働き方改革」の検討を進めていく

上で、これまでとは異なる手段で真実を把握し、新たなデータを手に入れる必要がある

こと、また、現在、多くの船員がスマートホンを個人で所有する時代になり、やっと内

航船内の実態を正しく把握することが可能になったばかりであることを伝え、こういっ

た調査が民間会社ではなく、国交省の管理で実施されることの「信頼」についても説明

しました。

　調査の開始直後には、スマホ調査に利用するシステム自体が、内航船員の不規則で

不確定な労働にマッチしていなかったために問題も発生しましたが、海事局船員政策

課が迅速に情報交換をし、一週間後には問題のシステムを改善させました。
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　今回の調査は、船員が社名や船名を

匿名にして参加できる配慮もされており、

実施した船員政策課は、関係法令に基づ

く監査や行政指導の対象にならないこと

や個別の事業者名などの公表もないと公

式に発表もしていましたが、多くの船員

や内航関係者の不安をかき消すことは難

しかったように思います。

　全日本内航船員の会では、今後もこう

いった現場船員への直接の調査が実施さ

れていくことで、内航船員からの信頼が

深まっていくことに期待しています。

　船員の皆さん、国交省の職員はたまた

ま海運に関わることになっただけの人た

ちです。仮に、彼らが内航船員の労働サ

イクルや船内環境や苦労を把握できてい

ると言ったら、「そんなの働きもせずに分

かるはずがない」と感じるでしょう。私たち船員の側から、事実を発信するしかないの

です。優秀な職員ばかりです。得られるデータは、内航産業内の不公平や運航の非効

率をも明らかにします。結果的には、産業自体の大きな発展にも寄与していくことは明

らかです。

　今回のスマホ調査に参加していくれた船員や、迷っているうちに期限がきてしまった

船員の皆さん、ありがとうございました。

　また、国交省海事局船員政策課にも心から感謝申し上げます。（了
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